
第三者意見

石黒社長の二つの言葉を出発点にしたい。一つは電子部品

を「コト」につなげる、もう一つは「誰一人取り残さない」社

会である。前者は社長の経営の基本戦略である。後者はそ

の経営理念の基盤。すなわち「誰一人取り残さない」社会と

は、TDKが目指す「コト」の根本であり、TDKが創造しよう
としている社会像であるように思う。電子部品で培った技

術力を「誰一人取り残さない」社会という大きな「コト」の

実現に結びつけること、そしてそのための取り組みこそ同

社のCSRであると本年度の報告書は読者に語りかける。

この大きな目標を達成するためのCSRという視線から以
下コメントしたい。

まず、TDKは技術を「コト」につなげるために必要なアセッ
トを自前主義に陥らずに積極的に外部に求めている、M&A
はその一環である。この成功のためには社会的考慮が必要

でありCSR上の挑戦にもなっている。

次に、サプライチェーンである。設定したマテリアリティ

に基づくPDCAサイクルが今年から本格的に回り始めた。
大変素晴らしいことである。その中でサプライチェーン管

理は2017年度実績が目標を下回った数少ない項目となっ
ている。M&Aは買収先企業のサプライチェーンが一挙に自
社のサプライチェーンに加わるという形で非連続な管理

対象の拡大をもたらす。関係者のご苦労は想像に難くない

が、ぜひ一層の注力をお願いしたい。電子部品と「コト」と

の連接を支えているすべての人々が「取り残されない」た

めの努力だからである。

そして、人材である。TDKグループの拡大を支えるものは
TDKの理念の共有とその実践である。新しい仲間と理念を
共有し共に実践していく。そのようなリーダーをTDKはこ
れまでにも増して必要としている。その観点で本年度の報

告書の最も読み応えのある記事の一つは人材の育成であ

ろう。「Trusted enabler（信頼され、実現できる人）」の育成
の取り組みを高く評価したい。「Trusted enabler」は究極
的には国や文化を超えて「誰一人取り残さない」社会を可

能にするリーダーにほかならない。

また、「技術による世界への貢献」における技術者の方のイ

ンタビューも大変興味深い。「『コトづくり』への貢献を常

に意識して感性を磨き」開発の一線で活躍する技術者の

息づかいが聞こえてくるようだ。そして、これが世界中の

TDKの技術陣で実践されているだろうことが感じられる。

さらなる飛躍のためにいくつかコメントをしたい。

将来のアクションの指標となるべき情報の開示である。

サプライチェーンについてCSR適合サプライヤー比率が
開示されている。一方で適合基準がそもそもどういうもの

であったかは報告書からは読み取れない。ぜひ来年度は

適合基準を明らかにしてほしい。さらに、不適合はそのう

ちどの項目で起こっているのか、不適合となったサプライ

ヤーにどのように対処しているのかなどについてのより

詳しい情報があればさらに望ましい。

また、環境面で言えば、ライフサイクル的視点でのCO2排

出量の調達、開発・製造から使用、廃棄にいたる各ステージ

での排出量をぜひ調査し開示してほしい。どの段階での排

出量が多いのかによって効果的な削減方法の仕方は変わっ

てくる。対策の重点を考える上では不可欠な情報である。

最後に、私は「誰一人取り残さない」社会をCSRの方針とし
てより強く前面に押し出してもよいのではないかと思う。

CSRは経営判断を支えるものでなければならない。そのた
めには、会社が創り出そうとしている社会経済の姿を明確

に描き、そこに接近していくように判断を下していくこと

である。社会像に一歩でも近づくよう取り組みを前進させ

ていくことによってTDKのCSRはいっそう経営と一体の
ものとして前進していくのではないだろうか。

以上、本年度の報告書についていくつか意見を申し述べた。

本年度の報告書はTDKとそして日本と世界の社会の将来の
あり方に素晴らしい示唆を与えてくれる優れた内容である。

多摩大学ルール形成戦略研究所
客員教授
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セグメント別売上高（2018年3月期）

コンデンサ

156,990百万円

インダクティブ 
デバイス

157,529百万円

その他受動部品

123,120百万円

センサ応用製品 77,578百万円
その他磁気応用製品

95,370百万円
記録デバイス  237,865百万円

その他 

52,342百万円

※2018年3月期の第1四半期における組織変更により、報告セグメント「センサ応用製品」を新設しています。また、従来「その他」に属していた一部製品を「受動部品」セグメントのその他受動部品に、
ならびに「磁気応用製品」セグメントの記録デバイスに属していた一部製品を「その他」に、それぞれ区分変更しています。

TDKグループは、市場性、製品群、物流などの観点から適地を選定し、世界中の30以上の国や地域に工場、研究所、
営業所などの拠点を設けています。連結子会社は日本15社、海外は、アジア地域60社、ヨーロッパ地域45社、アメ
リカ地域22社の計127社で、全体で142社にのぼり、全従業員数は102,883名に達します。

 日本

売上高  113,743百万円
（外側） （8.9%）

従業員数  9,590名
（内側） （9.3%）

 アジア他

売上高  878,883百万円
（外側） （69.1%）

従業員数  80,125名
（内側） （77.9%）

 欧州地域

売上高  166,192百万円
（外側） （13.1%）

従業員数  8,045名
（内側） （7.8%）

 米州地域

売上高  112,929百万円
（外側） （8.9%）

従業員数  5,123名
（内側） （5.0%）

営業利益売上高 当期純利益

（外側）

フィルム応用製品 

370,953
百万円

受動部品
437,639
百万円

磁気応用製品
333,235
百万円

1,271,747 百万円 85,633 百万円 63,463 百万円

（内側）

連結従業員数（内側）

102,883名

連結売上高（外側）

1,271,747百万円
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